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コード番号    2579 本社所在都道府県
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代 表 者  役    職    名 代表取締役、社長兼ＣＥＯ

　　　　　　  氏　　        名　　　　末吉  紀雄

問合せ先  責任者役職名 財務部長  

　　　　　　  氏　　        名　　　　田口  忠憲 TEL (092) 641 - 8581
決算取締役会開催日　　平成 15年 2月 18日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 15年 3月 26日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 14年 12月期の業績（平成 14年 1月 1日 ～ 平成 14年 12月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 12月期 174,594 14.0 12,834 △ 16.8 13,774 △ 14.7

13年 12月期 153,196 1.9 15,426 △ 6.4 16,151 △ 9.2

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年 12月期 5,378 113.8 64.76 64.19 3.4 7.6 7.9

13年 12月期 2,515 △ 54.2 31.22 31.02 1.6 9.1 10.5

(注)①期中平均株式数 14年 12月期    82,416,369 株　　　13年 12月期    80,577,503 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

     ④14年12月期の(潜在株式調整後)１株当たり当期純利益の算出にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準(の適用指針)」を

        適用しております。

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年 12月期 34.00 17.00 17.00 2,801 52.1 1.7

13年 12月期 34.00 16.00 18.00 2,739 108.9 1.8

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 12月期 183,954 160,498 87.2 1,958.61

13年 12月期 178,967 154,789 86.5 1,921.02

(注)①期末発行済株式数　14年 12月期     　81,924,129 株　13年 12月期     　80,576,427 株
 　 ②期末自己株式数　　14年 12月期          974,525 株　13年 12月期          　1,748 株
    ③14年12月期の１株当たり株主資本の算出にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準(の適用指針)」を適用しております。

２. 15年 12月期の業績予想（平成 15年 1月 1日 ～ 平成 15年 12月 31日）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 90,500 6,000 3,500 17.00 － －

通　　期 194,000 14,900 8,600 － 17.00 34.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             104 円 98 銭

         営業利益     （中間期）        5,800 百万円     （通期）       14,000 百万円   

   業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に

よって業績予想とは大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項につきましては、添付資料９頁を参照してください。
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貸 借 対 照 表         
（百万円未満切捨）

平成14年12月期（Ａ）
(平成14年12月31日)

平成13年12月期（Ｂ）
(平成13年12月31日)

期　　別

科　　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

増  減  額
（Ａ）－（Ｂ）

 

（資 産 の
 

部） ％ ％
Ⅰ 流 動 資 産
 １． 現 金 及 び 預 金 15,642 15,038 603
 ２． 受 取 手 形※１ 41 － 41
 ３． 売 掛 金※２ 8,716 17,101 △    8,384
 ４． 有 価 証 券 15,275 12,256 3,018
 ５． 商 品 2,677 580 2,096
 ６． 製 品 5,537 3,559 1,978
 ７． 原 材 料 1,091 769 322
 ８． 貯 蔵 品 71 43 27
 ９． 前 払 費 用 1,296 572 723
 10． 繰 延 税 金 資 産 975 495 480
 11． 関係会社短期貸付金 1,229 376 852
 12． 未 収 入 金※２ 6,363 8,455 △    2,091
 13． そ の 他 157 232 △       74
 貸 倒 引 当 金  △     68  △     15 △       53
流 動 資 産 合 計 59,007 32.1 59,466 33.2 △      458

Ⅱ 固 定 資 産
 １． 有 形 固 定 資 産 ※６
   (1) 建 物 15,284 14,099 1,184
   (2) 構 築 物 1,891 1,862 29
   (3) 機 械 及 び 装 置※３ 13,158 9,929 3,228
   (4) 車両及び運搬具 895 964 △       68
   (5) 工具、器具及び備品 535 542 △        7
   (6) 販 売 機 器 13,859 14,490 △      631
   (7) 土 地 23,368 25,014 △    1,645
   (8) 建 設 仮 勘 定 260 1,317 △    1,056
  有形固定資産合計 69,254 37.6 68,221 38.1 1,033

  ２． 無 形 固 定 資 産
   (1) 借 地 権 34 48 △       13
   (2) ソ フ ト ウ ェ ア 2,371 2,274 96
   (3) そ の 他 1 1 △        0
  無形固定資産合計 2,406 1.3 2,324 1.3 82

  ３． 投資その他の資産
   (1) 投 資 有 価 証 券 31,545 29,562 1,983
   (2) 関 係 会 社 株 式 12,221 11,985 235
   (3) 関係会社長期貸付金 2,459 2,644 △      184
   (4) 長 期 前 払 費 用 646 170 475
   (5) 繰 延 税 金 資 産 1,177 3,440 △    2,262
   (6) 前 払 年 金 費 用 4,109 － 4,109
   (7) そ の 他 1,207 1,206 1

貸 倒 引 当 金 △     82 △     53 △       28
  投資その他の資産合計 53,285 29.0 48,955 27.4 4,329

   固 定 資 産 合 計 124,946 67.9 119,500 66.8 5,445
  資 産 合 計 183,954  100.0 178,967  100.0 4,987



－　　－29

（百万円未満切捨）

平成14年12月期（Ａ）
(平成14年12月31日)

平成13年12月期（Ｂ）
(平成13年12月31日)

期　　別

科　　目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

増  減  額
（Ａ）－（Ｂ）

 

（負 債 の
 

部） ％ ％
Ⅰ 流 動 負 債
 １． 買 掛 金 4,745 5,218 △      472
 ２． １年以内に償還期限の到来する転換社債 2,154 － 2,154
 ３． 未 払 金※２ 6,355 6,624 △      268
 ４． 未 払 費 用 4,938 108 4,830
 ５． 未 払 法 人 税 等 631 2,964 △    2,332
 ６． 未 払 消 費 税 等 224 282 △       57
 ７． 預 り 金 1,013 640 372
 ８． 設 備 支 払 手 形※１ 1,481 1,138 342
 ９． そ の 他 0 63 △       62
流 動 負 債 合 計 21,545 11.7 17,040 9.5 4,505

Ⅱ 固 定 負 債
 １． 転 換 社 債 － 2,154 △    2,154
 ２． 退 職 給 付 引 当 金 758 3,820 △    3,062
 ３． 役 員 退 職 引 当 金 315 297 17
 ４． 長 期 預 り 金 836 865 △       29
固 定 負 債 合 計 1,910 1.1       　 7,137 4.0 △    5,227
負 債 合 計 23,456 12.8 24,178 13.5 △      722

 

（資 本 の
 

部）
Ⅰ 資 本 金 ※４       　15,231 8.2 － － 15,231
Ⅱ 資 本 剰 余 金
 １． 資 本 準 備 金 35,111 － 35,111
資 本 剰 余 金 合 計 35,111 19.1 － － 35,111

Ⅲ 利 益 剰 余 金
 １． 利 益 準 備 金 3,316 － 3,316
 ２． 任 意 積 立 金
   (1) 特別償却準備金 87 － 87
   (2) 圧縮記帳積立金 784 － 784
   (3) 地域社会貢献積立金 472 － 472
   (4) 地域環境対策積立金 155 － 155
   (5) 別 途 積 立 金 99,788 － 99,788
 ３． 当期未処分利益 7,277 － 7,277
利 益 剰 余 金 合 計 111,882 60.8 － － 111,882

Ⅳ その他有価証券評価差額金 358 0.2 － － 358
Ⅴ 自 己 株 式 ※５ △  2,085 △ 1.1 － － △    2,085

資 本 合 計 160,498 87.2 － － 160,498

Ⅰ 資 本 金 ※４ － － 15,231 8.5 △   15,231
Ⅱ 資 本 準 備 金 － － 29,687 16.6 △   29,687
Ⅲ 利 益 準 備 金 － － 3,316 1.9 △    3,316
Ⅳ その他の剰余金
 １． 任 意 積 立 金
   (1) 特別償却準備金 － 127 △      127
   (2) 圧縮記帳積立金 － 830 △      830
   (3) 地域社会貢献積立金 － 395 △      395
   (4) 地域環境対策積立金 － 92 △       92
   (5) 別 途 積 立 金 － 98,788 △   98,788
 ２． 当期未処分利益 － 5,697 △    5,697
その他の剰余金合計 － － 105,931 59.2 △  105,931

Ⅴ その他有価証券評価差額金 － － 624 0.3 △      624
Ⅵ 自 己 株 式 － － △      4 △ 0.0   4

資 本 合 計 － － 154,789 86.5 △  154,789
負 債 資 本 合 計 183,954 100.0 178,967 100.0 4,987
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損 益 計 算 書         
（百万円未満切捨）

増       減
（Ａ）－（Ｂ）

期　　別

科　　目

平成14年12月期（Ａ）
自  平成14年１月１日
至  平成14年12月31日

平成13年12月期（Ｂ）
自  平成13年１月１日
至  平成13年12月31日 金 額 増 減 率

％

 Ⅰ 売 上 高  ※１ （     174,594） （     153,196） （     21,397） (  14.0)

  １．製 品 売 上 高 118,224 104,530 13,694

  ２．商 品 売 上 高 52,805 46,169 6,636

  ３．そ の 他 の 売 上 高 ※９ 3,564 2,496 1,067

 Ⅱ 売 上 原 価 （      98,673） （　   101,483） （ △   2,809）( △ 2.8)

  １．製 品 売 上 原 価 62,064 63,712 △   1,647

  ２．商 品 売 上 原 価 34,156 35,844 △   1,688

  ３．その他の売上原価 ※10 2,452 1,926 526

売 上 総 利 益 75,920 51,713 24,207 46.8

 Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※２ （      63,086） （　  　36,287） （     26,799） (  73.9)

  １．販 売 費 57,961 31,069 26,891

  ２．一 般 管 理 費 5,125 5,217 △      91

営 業 利 益 12,834 15,426 △   2,591 △16.8

 Ⅳ 営 業 外 収 益  ※３ （       1,807） （ 　  　1,510） （        297） (  19.7)

  １．受 取 利 息 16 27 △      11

  ２．有 価 証 券 利 息 293 368 △      74

  ３．受 取 配 当 金 491 223 267

  ４．不 動 産 賃 貸 料 396 415 △      18

  ５．雑 収 入 609 475 134

 Ⅴ 営 業 外 費 用  ※４ （         866） （　  　   784） （         82） (  10.5)

  １．社 債 利 息 19 19 －

  ２．固 定 資 産 除 却 損 339 286 53

  ３．不 動 産 賃 貸 原 価 315 278 37

  ４．雑 損 失 192 201 △       9

経 常 利 益 13,774 16,151 △   2,376 △14.7
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（百万円未満切捨）

増       減
（Ａ）－（Ｂ）

期　　別

科　　目

平成14年12月期（Ａ）
自  平成14年１月１日
至  平成14年12月31日

平成13年12月期（Ｂ）
自  平成13年１月１日
至  平成13年12月31日 金 額 増 減 率

％

 Ⅵ 特 別 利 益 （       4,233） （　  　10,234） （ △   6,000）( △58.6)

  １．貸 倒 引 当 金 戻 入 益 8 － 8

  ２．固 定 資 産 売 却 益 ※５ － 489 △     489

  ３．投資有価証券売却益      204 4 199

  ４．退職給付信託設定益 － 9,739 △   9,739

  ５． 厚生年金基金代行部分返上益 4,021 － 4,021

 Ⅶ 特 別 損 失 （       8,819） （　 　 21,901） （ △  13,082）( △59.7)

  １．固 定 資 産 売 却 損 ※６ 1,135 59 1,076

  ２．子 会 社 株 式 売 却 損 1,332 － 1,332

  ３．地 震 災 害 損 失 － 24 △      24

  ４．特 別 退 職 金 ※７ － 1,588 △   1,588

  ５．投資有価証券評価損 38 658 △     620

  ６．ゴルフ会員権等評価損 35 73 △      37

  ７． 退職給付会計基準変更時差異償却額 － 18,145 △  18,145

  ８．退職給付信託設定損 － 332 △     332

  ９．関 連 会 社 整 理 損 ※８ － 1,020 △   1,020

  10． 移 籍 一 時 金 4,516 － 4,516

  11． 子 会 社 等 再 編 費 用  1,760 － 1,760

税 引 前 当 期 純 利 益 9,189 4,483 4,705 104.9

法人税、住民税及び事業税 1,520 5,193 △   3,673

法 人 税 等 調 整 額 2,290 △   3,225 5,516

当 期 純 利 益 5,378 2,515 2,862 113.8

前 期 繰 越 利 益 2,997 4,259 △   1,261

地域社会貢献積立金取崩額 122 206 △      83

地域環境対策積立金取崩額 36 134 △      97

合併引継未処分利益 151 － 151

中 間 配 当 額 1,409 1,289 119

中間配当に伴う利益準備金積立額 － 128 △     128

当 期 未 処 分 利 益 7,277 5,697 1,580



－　　－32

利　益　処　分　案
（百万円未満切捨）

期　　別

科　　目
平成14年12月期（Ａ）
(平成15年３月26日)

平成13年12月期（Ｂ）
(平成14年３月27日)

増  減  額
（Ａ）－（Ｂ）

当 期 未 処 分 利 益 7,277 5,697 1,580

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 29 40 △    11

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 49 46 2

合            計 7,356 5,784 1,571

これを次のとおり処分いたします。

利 益 配 当 金 1,392 1,450 △    57

取 締 役 賞 与 金 41 37 4

特 別 償 却 準 備 金 50 － 50

地 域 社 会 貢 献 積 立 金 200 200 －

地 域 環 境 対 策 積 立 金 100 100 －

別 途 積 立 金 2,600 1,000 1,600

次 期 繰 越 利 益 2,972 2,997 △    25

１株当たり配当金の内訳

平成14年12月期 平成13年12月期

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭
普 通 株 式 34　00 17　00 17　00 34　00 16　00 18　00

（注）配当金はすべて普通配当であります。

重 要 な 会 計 方 針         

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

  (1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの：当期末の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの：移動平均法による原価法を採用しております。

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法

  (1) 製品および仕掛品

総平均法による原価法を採用しております。

  (2) 商品および原材料

総平均法による低価法を採用しております。

 (3) 貯蔵品

   移動平均法による低価法を採用しております。
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３．固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産

定率法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物 ３～50 年

 機械及び装置 ３～17 年

 販売機器 ５～６ 年

  (2) 無形固定資産

定額法によっております。なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

４．繰延資産の処理方法

新株発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

  (2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込み額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。
      過去勤務債務(債務の減額)は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１年)による

定額法により按分した額を発生時から費用の減額処理しております。ただし、退職従業員に係る過去勤務債務は、

その発生時に一括費用の減額処理しております。

      また、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

    （追加情報）
      確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成14年12月１日付で厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受けたため、当社は、｢退職給付会計に関する実務指針(中間報告)｣(日本公認

会計士協会  平成13年12月10日会計制度委員会報告第13号)第47－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の

日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみなして処理しております。

当期末における返還相当額の年金資産は10,543百万円であります。

  (3）役員退職引当金

役員退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく当期末の必要見込み相当額を計上しております。

    当該引当金は商法第 287 条ﾉ 2 に規定する引当金であります。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  (1) 消費税等の会計処理

      税抜方式によっております。

追 加 情 報         

（資本の部）
  当期から｢財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令｣(平成14年３月26日内閣

府令第９号)附則第２項ただし書きの規定に基づき、改正後の同規則を早期適用し、資本の部の表示方法を変更して

おります。
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注 記 事 項          
（貸借対照表関係）

平成14年12月期
（平成14年12月31日）

平成13年12月期
（平成13年12月31日）

※１　期末日満期手形の処理方法

　期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理し

ております。

当期末日は金融機関の休日のため、期末日満期手

形が期末残高に次のとおり含まれております。

※１　期末日満期手形の処理方法

　期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理し

ております。

当期末日は金融機関の休日のため、期末日満期手

形が期末残高に次のとおり含まれております。

受 取 手 形 17百万円 設 備 支 払 手 形 7百万円

設 備 支 払 手 形 966百万円

※２　関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。                                  百万円

※２　関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。                                  百万円

売 掛 金 486 売 掛 金 16,157

未 収 入 金 272 未 収 入 金 4,791

未 払 金 1,521 未 払 金 4,403

※３　過年度において、国庫補助金の受入れにより固定

資産の取得価額から控除した圧縮記帳額は次のとお

りであります。

※３　過年度において、国庫補助金の受入れにより固定

資産の取得価額から控除した圧縮記帳額は次のとお

りであります。

機 械 及 び 装 置 13百万円 機 械 及 び 装 置 13百万円

※４　会社が発行する株式の総数および発行済株式総数

は次のとおりであります。

※４　会社が発行する株式の総数および発行済株式総数

は次のとおりであります。

会社が発行する株式
の総数 270,000,000株 会社が発行する株式の

総数 270,000,000株

発 行 済 株 式 総 数 82,898,654株 発 行 済 株 式 総 数 80,578,175株

※５  会社が保有する自己株式の数 ※５

普 通 株 式 974,525株

※６　有形固定資産の減価償却累計額 99,453百万円 ※６　有形固定資産の減価償却累計額    93,987百万円

  ７  保証債務

      得意先の金融機関からの借入120百万円に対し、

    債務保証を行っております。

  ７

　８　配当制限

  有価証券の時価評価により、純資産額が358百万

円増加しております。なお、当該金額は商法第290

条第１項第６号の規定により、配当に充当すること

が制限されております。

　平成11年７月１日付の山陽コカ・コーラボトリン

グ株式会社との合併により引き継いだ第１回２号無

担保転換社債（平成６年６月30日発行）に関し、転

換社債発行契約により次のとおり配当制限を受けて

おります。

　当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社

債の払込期日の属する決算期以降の配当（中間配当

を含む）累計額が法人税及び住民税控除後の経常損

益（財務諸表等規則による）累計額に39億円を加え

た額を超えることとなるような配当（中間配当を含

む）を行いません。この場合、平成６年７月１日以

降の中間配当は、各直前決算期の配当とみなしま

す。

　８　配当制限

　平成11年７月１日付の山陽コカ・コーラボトリン

グ株式会社との合併により引き継いだ第１回２号無

担保転換社債（平成６年６月30日発行）に関し、転

換社債発行契約により次のとおり配当制限を受けて

おります。

　当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社

債の払込期日の属する決算期以降の配当（中間配当

を含む）累計額が法人税及び住民税控除後の経常損

益（財務諸表等規則による）累計額に39億円を加え

た額を超えることとなるような配当（中間配当を含

む）を行いません。この場合、平成６年７月１日以

降の中間配当は、各直前決算期の配当とみなしま

す。
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（損益計算書関係）

平成14年12月期
自　平成14年１月１日
至　平成14年12月31日

平成13年12月期
自　平成13年１月１日
至　平成13年12月31日

※１ ※１　関係会社との取引に対するものが次のとおり含

まれております。
  売 上 高 144,657百万円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

は次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

は次のとおりであります。
(1）販　　売　　費 百万円 (1）販　　売　　費 百万円
広 告 宣 伝 費 6,532 広 告 宣 伝 費 7,129
販 売 機 器 費 4,872 販 売 機 器 費 5,001
給 料 賃 金 6,060 給 料 賃 金 536
賞 与 3,333 賞 与 309
減 価 償 却 費 8,053 減 価 償 却 費 8,606
輸 送 費 3,226 輸 送 費 3,002
業 務 委 託 費 6,076 賃 借 料 1,620
販 売 手 数 料 9,009 業 務 委 託 費 1,033
貸 倒 損 失 22

(2）一 般 管 理 費 百万円 (2）一 般 管 理 費 百万円
給 料 賃 金 1,085 給 料 賃 金 925
賞 与 979 賞 与 778
役員退職引当金繰入額 49 役員退職引当金繰入額 48
減 価 償 却 費 101 減 価 償 却 費 206
業 務 委 託 費 316 賃 借 料 317

業 務 委 託 費 128
※３　営業外収益には関係会社に対するものが次のと

おり含まれております。

※３　営業外収益には関係会社に対するものが次のと

おり含まれております。
百万円 百万円

  受 取 利 息 13   受 取 利 息 10
  受 取 配 当 金 462   受 取 配 当 金 164
  不 動 産 賃 貸 料 116   不 動 産 賃 貸 料 122
  雑 収 入 152   雑 収 入 14

※４　営業外費用には関係会社に対するものが次のと

おり含まれております。

※４　営業外費用には関係会社に対するものが次のと

おり含まれております。
百万円 百万円

  固 定 資 産 除 却 損 32   固 定 資 産 除 却 損 31
  不 動 産 賃 貸 原 価 67   不 動 産 賃 貸 原 価 71
  雑 損 失 49   雑 損 失 49

※ ５ ※５  固定資産売却益はすべて土地の売却益でありま

    す。

※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

百万円
         建 物 141

  構 築 物 9
  土 地 971
  借 地 権 13

                  計 1,135

※６　固定資産売却損はすべて土地の売却損でありま

す。

※７ ※７　特別退職金は従業員の独立自営および転進を支

援するための特別加算金であります。

※８ ※８  関連会社整理損は株式会社エフ・ヴィ西日本の

事業整理に係るものであります。
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平成14年12月期
自　平成14年１月１日
至　平成14年12月31日

平成13年12月期
自　平成13年１月１日
至　平成13年12月31日

※９　その他の売上高の主な内訳は次のとおりであり

ます。

※９　その他の売上高の主な内訳は次のとおりであり

ます。

百万円 百万円

  受 託 加 工 3,482   受 託 加 工 2,462

  そ の 他 82   そ の 他 34

           計 3,564            計 2,496

※10　その他の売上原価はすべて受託加工原価であり

ます。

※10　その他の売上原価はすべて受託加工原価であり

ます。

リ ー ス 取 引         

平成14年12月期
自　平成14年１月１日
至　平成14年12月31日

平成13年12月期
自　平成13年１月１日
至　平成13年12月31日

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 750 １ 年 内 911

１ 年 超 929 １ 年 超 959

計 1,680 計 1,870

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支 払 リ ー ス 料 1,063百万円 支 払 リ ー ス 料 1,355百万円

減価償却費相当額 952百万円 減価償却費相当額 1,207百万円

支 払 利 息 相 当 額 65百万円 支 払 利 息 相 当 額 105百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

百万円百万円

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相 当 額

百万円 百万円 百万円
機械及び装置 7 7 －

車 両 及 び
運 搬 具 100 99 1

工 具 、 器 具
及 び 備 品 3,160 1,951 1,208

販 売 機 器 4,407 3,991 416

合 計 7,675 6,049 1,626

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相 当 額

百万円 百万円 百万円
機械及び装置 7 7 0

車 両 及 び
運 搬 具 100 95 5

工 具 、 器 具
及 び 備 品 2,355 1,552 802

販 売 機 器 4,407 3,442 965

合 計 6,870 5,097 1,773
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有 価 証 券         

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （百万円未満切捨）
平成14年12月期

（平成14年12月31日）
平成13年12月期

（平成13年12月31日）

貸借対照表計上額 時      価 差      額 貸借対照表計上額 時      価 差      額
子 会 社 株 式 － － － 10,704 5,700 △  5,003
関 連 会 社 株 式 － － － － － －

合       計 － － － 10,704 5,700 △  5,003

税 効 果 会 計         

平成14年12月期
自　平成14年１月１日
至　平成14年12月31日

平成13年12月期
自　平成13年１月１日
至　平成13年12月31日

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別内訳

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別内訳

繰延税金資産 百万円 繰延税金資産 百万円
減 価 償 却 額 738 未 払 事 業 税 250
退 職 給 付 引 当 金 4,205 減 価 償 却 額 442
移 籍 一 時 金 718 退 職 給 付 引 当 金 7,119
子 会 社 等 再 編 費 用 416 投資有価証券評価損 440
投資有価証券評価損 320 そ の 他      845
そ の 他      742 繰延税金資産合計 9,098
繰延税金資産合計 7,142 繰延税金負債
繰延税金負債 特 別 償 却 準 備 金 △    62
特 別 償 却 準 備 金 △    77 圧 縮 記 帳 積 立 金 △   559
圧 縮 記 帳 積 立 金 △   525 有 価 証 券 評 価 差 額 △   487
有 価 証 券 評 価 差 額 △   328 退職給付信託設定益 △ 4,053
退職給付信託設定益 △ 4,058 繰延税金負債合計 △ 5,162
繰延税金負債合計 △ 4,989 繰延税金資産の純額    3,935
繰延税金資産の純額    2,153

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異原因                            ％
法定実効税率 41.6
(調整）
交際費および寄附金等 4.9
受 取 配 当 金 等 △ 2.4
そ の 他 △ 0.2

    法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下で
あるため、財務諸表等規則第８条の12第３項により注
記を省略しております。

税 効 果 会 計 適 用 後 の
法 人 税 等 の 負 担 率   43.9

発行済株式数の増加内訳

平成14年12月期
自　平成14年１月１日
至　平成14年12月31日

平成13年12月期
自　平成13年１月１日
至　平成13年12月31日

１．株式交換 １．株式分割
    交 換 比 率     三笠ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ株式会社

の株式１株につき当社の株式
0.27株の割合

    発行株式数
    資本組入額

2,320,479株
－円

    分 割 比 率     
    発行株式数
    資本組入額

１:1.1
7,325,288株

－円
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売 上 高 明 細 表
（百万円未満切捨）

平成14年12月期（Ａ）
自  平成14年１月１日
至  平成14年12月31日

平成13年12月期（Ｂ）
自  平成13年１月１日
至  平成13年12月31日

増 減      
（Ａ）－（Ｂ）区        分

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

％ ％ ％
炭 酸 飲 料 33,470 19.2 32,658 21.3 812 2.5

非 炭 酸 飲 料 135,643 77.7 116,382 76.0 19,261 16.6

そ の 他 5,480 3.1 4,155 2.7 1,324 31.9

合 計 174,594 100.0 153,196 100.0 21,397 14.0
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役 員 の 異 動

（平成15年３月26日付）

１．取締役の新任・退任

(1) 新　　任

取締役(非常勤)　　魚　谷　雅　彦（現、日本コカ・コーラ㈱代表取締役社長）

取締役(非常勤)　　大　戸　武　元（現、㈱ニチレイ代表取締役会長）

取締役(非常勤)　　有　川　貞　広（現、㈱リコー福岡支店長、リコー九州㈱代表取締役社長）

※ 魚谷雅彦、大戸武元および有川貞広の３氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める

社外取締役の要件を満たしております。

(2) 退　　任

取締役､特別顧問　 菅　谷　國　雄（特別顧問に就任予定）

取締役､顧問　　　 池　邉　賢　一

取締役(非常勤)　　鈴　木　朗　以

２．監査役の新任・退任

(1) 新　　任

監査役(非常勤)　　大内田　勇　成（現、㈱福岡シティ銀行専務取締役）

※ 大内田勇成氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に

定める社外監査役の候補者であります。

(2) 退　　任

監査役(非常勤)　　中　　　脩治郎

以　　上


